


















りまとめた 2004 年 11 月の「海洋生物資源の保存
及び管理に関する基本計画」では、基本理念、漁
獲量及び漁獲努力量の管理、資源回復計画の推進












　2017 年 4 月に新たな水産基本計画が閣議決定し、戦後の民主化の下で構築されてきた我が
国の漁業制度の改革が沿岸漁業制度も含めて推進される方針（具体的には「農林水産業・地







　80 年代前後の比較・分析から、豪州の場合、TAC と ITQ の組み合わせを導入することで、





























































船数の約 2 割を自主減船し、また、豪州では 1976














（1987 年 11 月　筆者撮影）
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フリカは CCSBT 参加国となり、EU および台湾は


















豪州 38 年～・日本 52 年～漁獲開始










豪州の漁獲 10,000 t を越える (72 年 )
豪州漁船規模の拡大・WA 州漁船数急増
80 年代
　 　80 - 81 年












94 年以降は CCSBT による設定













90 年代の TAC: 11,750 t で固定したまま
97 年には豪州生産量の約 90% が蓄養
CCSBT による国際管理開始
FAO ローマ宣言 (1999) に基づく減船
資料：黒沼吉弘（1999-c）p.22 より 　
写真 2　WA州の漁師とミナミマグロ
（1987 年 Alan‌Atkinson 撮影）
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　しかしながら、前述のように資源減少とともに








たにもかかわらず、総漁獲金額は 82 年と 99 年と
比較すると約 6 倍になっている。総漁獲金額は 82
年に約 2,700 万豪ドルであったものが、99 年には
約 1 億 5500 万豪ドルとなり、漁獲金額は約 6 倍
になっている（黒沼 , 2008）。
表 2　州別漁獲量の変化（1951-52 ～ 1990-91）
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　何故このように変化したのか、あるいは、変化

















ことが推測できる。すなわち、豪州の TAC が 1/4
に削減されたことは、図 1 では例えば、EOA から
EOA ／ 4 に漁船数を削減せざるを得ない状況にあっ
たことが容易に予測されることになる。
　4．‌TAC および ITQ 下における実際の漁獲
量変化
　表 3 は、80 年から 90 年の約 10 年間における
TAC、ITQ、漁獲量の変化をまとめたものである。
　表 3 の TAC は 83 年以降に 3 国協議で取り決め
表 3　TAC・ITQ・漁獲量の変化
(単位：トン )
Ｔ Ａ Ｃ＊ １ 量獲漁量有保ＱＴＩ





資料：Geen, G and M. Nayar (1989)  Table 5・Table 6 及びCaton, A., K.Williams, K.Colgan(1994)  SBTW/94/   p.17  Table 2 より作成
1980-81   －   －   －   －   －
  －   －   －   －   －
  －   －   －   －   －
  －   －   －   －
2 822   9 877 3 427 16 126
1981-82 3 816 12 748 3 267 19 831
1982-83 5 478 13 912 1 648 21 038
1983-84 21 000 4 516 10 619    899 16 034
1984-85 14 500   2 752   9 272   2 022 14 045 2 190 10 806    458 13 454
1985-86 14 500   1 344 12 186      901 14 431 1 337 11 897        0 13 234
1986-87   1 249 12 563      520 14 332＊２ 1 321 10 000        0 11 321
1987-88
14 500＊２
14 500＊２   1 292 12 619      495 14 406＊２ 1 189   9 785        0 10 974
1988-89   6 250     na＊３     na     na     na    426   4 872        2   5 300＊４
1989-90   5 265     na     na     na     na    230   4 199      19   4 448＊４









０ ＥＯＡ／４ ← ← ← ＥＯＡ （漁船数、漁業者数等）
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られた総漁獲枠のうち、豪州に配分された国別漁










ITQ の州を越えた売買やリースが 84 年以降活発
に行われ、SA 州に集中していった背景がある。
　 例 え ば、 表 3 の ITQ 保 有 量 の 欄 を 見 る と、
NSW 州では ITQ 枠が、84 年から漸次減少し、87









州でも 88 年以降は約 5000 トンから 90 年には約
2600 トンの漁獲量に激減している 4）。
　5．‌TAC および ITQ 下における漁船数と漁
獲量の変化
　表 4 は、81 年から 87 年における州毎の漁業種
別漁船数および漁獲量の変化を示している。
　前章で概観した点を検証するために、表 4 の 84
年と 87 年を比較してみると、WA 州では、漁獲量
は約半分になり、漁船数は 1/3 程に減少、NSW
州では、漁獲量は「0」になり、漁船数も「0」となっ










1981/82 1982/83 1983/84 1984/85 1985/86 1986/87 1987/88
















Ｉ Ｔ Ｑ 合 計
合　　　　　計
注：＊協議の結果、日本まぐろ業界が補償を実施した、豪州枠3,000トン凍結は含まれていない
資料：Geen, G and M. Nayar (1989) Table 6(p.17)より作成
- - - 2 752 1 344 1 249 1 292
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　次に、TAC 導入の 83 年と導入後の 87 年を比較
すると、その生産構造変化がより鮮明に観察でき
る。例えば、表 4 の SA 州では、一本釣漁船数は
39 隻から 14 隻と約 6 割減少したにもかかわらず、
その漁獲量は約 6％の増加、まき網漁船は隻数は
















が表 5 となる 5）。
　表 5 から、83 年と 87 年を比較すると、WA 州
では一隻当たりの平均漁獲量が 53.8 トンから約
70 トンに増加している。この間の漁船数の変化は、





　ITQ 導入時のトン当たりの ITQ 価格は、600 豪















1981/82 1982/83 1983/84 1984/85 1985/86 1986/87 1987/88
(TAC開始年)(ITQ開始年)
Western Australia州
Ｉ Ｔ Ｑ＊ １
一 本 釣 り
South Australia州
Ｉ Ｔ Ｑ＊ ２
一 本 釣 り
ま き 網
New South Wales州
Ｉ Ｔ Ｑ＊ ３






- - - 56.2 51.7 73.5 76.0
56.1 74.0 53.8 44.7 51.4 77.7 69.9
- - - （421.5） （580.3） （628.2） （631.0）
226.4 186.6 144.6 419.2 487.5 436.6 427.3
1715.3 1331.8 996.2 996.2 764.2 647.8 633.8
- - - 337.0 ［901］ ［520］ ［495］
207.6 104.1 130.8 0 0 091.6







ある。その一方で、SBT 漁業の場合、84 年の ITQ
導入の前に一時的に増加した漁師ばかりでなく、
もともと漁業をしていた地元の漁師達の多くが








表 4 で示した漁船数の変化で、最大時の 83 年で
84 隻の一本釣りが参加していたものが、87 年に
は 17 隻になったことからも理解できる。
　WA 州の漁船規模は 50 フィート前後のシンプル
な漁船（写真 1、3）で、当時は 5 人程度が乗り込
んでいたことから推測すると、83 年の 420 人（84









　SA 州について再度表 5 で観察してみると、ま
ず気付く変化は、一本釣りの一隻当たりの平均漁
獲量が 83 年と 87 年では、144.6 トンから 427.3 ト
ンと約 3 倍になっている点であろう。逆に、まき
網では 1 隻当たり 996.2 トンであったものが 633.8
トンと約 25% も平均漁獲量が減少している。






州 個人 会社 金融機関 政府
1984 1987 1984 1987 1984 1987 1984 1987
Ｎ Ｓ Ｗ＊ １
Ｓ Ａ＊ ２
Ｗ Ａ＊ ３
Ｔ ａ ｓ＊ ４
Ｖ ｉ ｃ＊ ５
合 計
注：＊１ ニューサウスウェールズ州、＊２ 南オーストラリア州、＊３ 西オーストラリア州、＊４ タスマニア州、
　　＊５ビクトリア州
資料：Kuronuma, Y.  (1992) p.81   Table 3 より作成
25 12 0 2 0 0 0 0
10 4 30 17 0 2 0 0
64 16 6 7 0 0 0 1
0 2 0 0 0 0 0 0
1 0 0 0 0 0 0 0
100 34 36 26 0 2 0 1
写真 3　WA州エスペランスの一本釣り漁船
（1987 年 Alan‌Atkinson 撮影）
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よる補償・注 4 参照）徐々に、資源管理による影
響を考慮しざるを得ない段階に入りつつあったこ
とが伺える。表 6 は 84 年と 87 年における州毎の
ITQ 保有者数の変化を示している。
　このような背景の中で、表 6 で観察できるよう
に、ITQ が SA 州に集中していった時期でもあっ












　写真 4 は SA 州の一本釣り船だが、全長は 100





















関係で 1 週間で約 20 トン程度だったという制約
写真 4　SA州一本釣り船
（1988 年 12 月筆者撮影）
写真 5　‌SA州まき網漁の生け簀とダイバーによる
選別（1988 年 John‌Sutton 撮影）
写真 6　選別後の漁獲物積み込み風景
（1988 年 John‌Sutton 撮影）
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条件があり、さらに 89 年以降、TAC が 5,265 ト














　 こ こ ま で を ま と め て み る と、TAC の 減 少
（21,000 → 14,500 トン）の中で ITQ の集中化が促
され、生産目的も缶詰用の原材料供給から日本の
生鮮刺身市場向けへの模索が、80 年代半ばから始
まり、さらに、TAC の削減（14,500 → 11,500 トン）








値を上げる努力が、80 年代後半から 90 年代半ば
ま で 続 い て い た。 し か し な が ら、88 年
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3） 水産庁 HP 「みなみまぐろ保存委員会（CCSBT）
第 24 回 年次会合」の結果について」（「プレス
リリース）によれば、第 24 回 CCSBT でこれ







4） 表 3 からも分かるが 86 年と 87 年では TAC よ










6） 1987 年 11 月現地調査のデータ。ただし、WA











とのことであった（1987 年 11 月聞取調査）。
8） この寡占化については Kuronuma（1996）を参
照されたい。2000 年頃には全体の ITQ のうち
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Management of common property resources: 
Applicability of Australian ITQ system on SBT fisheries 
management
YOSHIHIRO KURONUMA
Department of Social Information Studies, Otsuma Women’s University
Abstract
In this paper, the Australian SBT fisheries management system is overviewed and examined 
under introduction periods of ITQ and its effectiveness of domestic management of common 
property resources. It made clear that Australian mixed policy of TAC and ITQ was effective 
under the existence of the sashimi market in Japan at that time; however, it may not be applicable 
to Japanese coastal fisheries management due to its traditional co-management system.   
Key Words（キーワード）
management of common property resources（コモンズ管理），total allowable catch（総漁獲可
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